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5月のゴールデンウイークも、本来は休日の配置が良く、多くの人出が予想されたのだが、3・11の東日本大震災によって国内でも自粛ムードが高まり、海外からの観光客も遠のき、残念ながら景気の停滞は免れなくなっている。

福島第一原子力発電所の事故も依然として不安を抱えたまま、どのように廃炉にまで持っていけるのか、関係者の懸命な努力が続けられている。

□ヘラルドトリビューン紙(4/27)の指摘を、きちんと受け止めよう

　そうしたなかで、今回の福島原発事故の問題点についての検証作業が進められようとしている。

菅総理は国会で、5月中には調査委員会を立ち上げたいと言明されており、どのような体制で調査が進められていくのか、注目する必要がある。
というのも、国際社会において、多大な影響力を持つ新聞インターナショナルヘラルドトリビューンの4月27日号で「原発事故の原因となった日本固有の問題-----馴れ合いの文化」という記事に注目せざるをえないからだ。
記事は署名論文でNorimitsu Onishi,Ken Belsonの2名のものとなっている。ちなみに、記事の題名は英語では次のようになっている。「Japan’s original nuclear trouble:Culture of collusion」collusionとは、談合とか癒着といったところだろう。

この新聞は発行部数こそ少ないものの、世界各国の指導者層に広く読まれており、国際社会の論説をリードすることもしばしばで、今月末開催予定のサミットなどに与える影響は大きい。
指摘されていることの冒頭に、かつて2002年のアメリカGE社の福島第一原発検査の際、日系アメリカ人ケイ・スガオカ氏が原子力安全・保安院に対して隠蔽されている亀裂問題を報告したのだが、内部告発者を保護する法律があるにもかかわらず、規制当局である原子力安全・保安院は、内部告発者であるスガオカ氏の身元を東京電力に暴露し、事実上同氏を業界から追放したことを取り上げている。

事実とすれば、まことに恥ずかしいかぎりである。筆者が未だ議員時代のことであり、国会で指摘しなかった責任を痛感する。

□“原子力村”から独立できるか、事故調査委員会の課題

　さらに、この記事の中で、日本で最近良く使われている言葉である“原子力村”と言われているものの実態を指摘している。
即ち、一般的に指摘されてきた政・官・業にとどまらず、学者の世界においても、原子力発電に対して厳しい姿勢をとる者には研究費もままならない状態に追いやったことも指摘している。

もちろん、経済産業省からの天下りについても詳細に触れているし、本来監視役の保安院と推進役の経済産業省との間を行き来していることや、保安院を規制する役目を果たすべき様々な規制委員会には、原子力関係企業の現役や退役したエンジニアに頼らざるを得ない構造を明らかにしている。

このような”原子力村”の頂点に東京電力が君臨していたことは明白であろう。

問題は、政府が調査委員会を進めようとしても、本当に“原子力村”の影響力からフリーな立場に立てるのかどうか、と言うことではないだろうか。

村を作り上げる上で、経済産業省が深く関与してきた事実は大変重いものがある。

民主党自身も、政権交代前に原子力推進の立場に転換していたし、直前の資源エネルギー庁長官が東京電力に天下った際にそれを容認していたことからして、本当に透明で公平な調査を進めるための仕組みが重要になる。

できれば、国会の中に国政調査権の発動として調査委員会を設置し、刑事免責(公務員の守秘義務も解除して)のもと正確な情報を引き出していく仕組みをしっかりと確立して、今回の歴史的な事故の問題点を徹底的に解明していくことが必要ではなかろうか。

政府の調査と並行して、国権の最高機関である国会が、国政調査権を駆使して問題点の解明に当たるよう関係者に呼びかけたい。

そのことが、国際社会から『馴れ合いの文化』とまで酷評されていることに対する、日本としての回答になるに違いない。

サミットで、世界各国の指導者が求めているのは、そのような日本国の指導者としての姿勢ではなかろうか。

□天下りの実態、その構造の解明が不可欠

　そのような厳しい情勢の下、経済産業省からの全国9電力会社への天下りの実態が公表されている。

2日経済産業省は、過去50年間に68人もの幹部が電力各社に天下っていたことを明らかにした。
筆者はかつて、東京電力の有価証券報告書を見たことがあるが、そこに記載されている子会社、関係会社の膨大な数に圧倒されたことがある。
どこまでの企業にまで天下りが存在しているのか、今回の経済産業省の調査だけでは不明であるし、ノンキャリアの方々の天下りも相当あるものと予想される。

さらに、地域独占とコスト＋適正利潤を認められた電力会社の体質が、官僚以上に官僚的である、と指摘されることが多く、その実態は巨大コングロマリットであり、今回の原発事故の補償問題の行方も「トゥービッグ・トゥーフェイル」(大きすぎて潰せない)に傾きがちになる危険性がある。
□電力産業の供給体制の見直しを

　ここで考えたいのは、今回の東京電力の責任問題については、電力産業の「競争と公益性」のあり方についてまでメスを入れていく必要があるのではないか、ということである。

その点で、新しく原発事故に対処する新機構を作り、そこに政府の出資と9電力の出資で以って今後の補償を進めていく方向が出されようとしている。
これでは、今後もこれまでの地域独占と利潤を保障する仕組みは何も変わらないままでしかない。
メスを入れるべきは、世界から「原子力村」と揶揄されている不透明な構造を打破することであり、巨大化した電力会社から国民にとってどのような電力供給体制が望ましいのか、徹底的に検証していく必要があることだ。
多少の時間はかかるが、かつてアメリカでは電力の自由化、規制改革によってカリフォルニアの停電などを起こした悪い事例などもあり、それらも含めてきちんとした問題点の解明と新しい電力政策を打ち出していくべき時ではなかろうか。

連休明けの政局は、菅政権に対する厳しい批判が強く出てくることが予想される。巨大地震、巨大津波、巨大原発事故という未曾有の大災害は、まさに国難と言っても過言ではない。
そうした中で、建設的な批判に対しては丁寧に対応するとともに、この国難に対処していくための与野党の建設的な対応を切に望みたいと思う。
日本の直面する課題は、今回の大災害だけではない。まさに、人口減と言う「静かなる有事」や地雷原の上を歩いているような財政危機こそが、巨大な津波となって日本列島全体に押し寄せようとしているのだ。

そのときには、誰も国内で助けることができない事態に直面し、日本社会は沈没する。そんな光景は見たくないものだ。
